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（概脱）

　 1995 年兵庫県南部地 震 で は 、 震災に よ る直接的な死者数だ けで も 5504 人 に の ぼ り、

その 約 9割は建物倒 壊 に よ り もた らされ たもの と考え られて い る．特に耐震性の 低 い 木造住宅

に 倒壊が集中 し未曾有の 人 的披害を生 ん だ 。 本綴告 で は 、 まず 、 神戸市に お ける死者 （3410人
分）に つ い て 、 被災場所 とな う た建物側 の 要因 との 関係を整理 した 結果 の 概要を示 し、 地震に

よる人的被害 の 状況 を概観 した 。 そ の結 果 、 戸建 て で の 死者が多い 東灘区と 、 木賃 、文化、畏

屋な どの 共同建て で の 死者が多 い 灘区 と の 違 い が明確 に示さ れ て い る 。 また、申高層共同住宅

で も283 人の 死者が 出 て い る点、無被害建物 で の 死 者 （95人 〉の 多 くが 共 同住宅 で 発生 して い

る 点 な ど も、今後詳 細 に 解 明 して い くべ き課題 と し て 残 され て い る こ とを指摘 した 。

　つ い で 、 建物全壊 率、死 者発生率 と もに 高か っ た東灘区を対象として 、建物被害と人的被害

の 関連性に つ い て の 、典型 地区 ア ンケー トを窯施 した結果を報告 した 。

　東灘区全体 の 建物被害 の 特徴は 、 既存調蚕 （都市計画学会関西支部 ＋ 建築学会近畿支部都市

計画部会 の 合同建物 被災度寞態調査 に もとつ い て 、 都市住宅学 会住宅復興チ ーム が行 っ た 戸数

単位集計結果）に よれば戸建 と高層共同住宅の 全壊率が高い点 にある 。 また 東灘区 の 南部一帯

に は 木賃、長屋の老朽密集地 区が拡が っ て お り 、 被害の激 しか っ た深 江地区 で は こ れ ら老朽低

届共同住宅 の 全壊率は 85 ％以上 に の ぼ る と言われ て い る 。

　対象 と し た 調査地 区 で は 、震災直後 に 木造住宅に関す る詳細 な 現地 調査が実施され て お り、

今後 、 人的被害研究会 （太 田裕 （山 ロ 大 学）氏を代表とする、学際的な研究組織）に お ける協

力体制 の もとで 、

一連の 調 査資料の 照合 を進 め る こ とで 人 的被 害 に 関す る 予測 モ デ ル の 構築を

目指 して い る 。 ただ 、 現 段階 で は こ れ らを 重ね合わせ た詳細な 分析 に は い た っ て お らず 、 本報

告で は ア ン ケ ー
ト調 査に よ る集計結果を もとに した人的被害構造の 概 括的分析に と ど ま っ て い

る b 結果 を要点は 以 下 の と お りで あ る 。

　死者 の 出 た 世帯で は 、 当 日の 在宅者 の 3人 に 1人が亡 くな っ て い る反面、同 じ家に い た人で、
重傷、軽傷者は少な く、負傷者発生率は 、 死者発生率の 半分以 下で あ っ た 。 こ の 事は 、 生 き残
っ た 人 の 3 分の 2 は大 した怪我もな く救出され て い る事を示して い る 。 地区全域で の 人的被害

で も 、 近年の わが国 に おけ る地震披害 と比較して も死者発生率 の 高 さが顕署で あり、脆弱な家
屋構造 に よ る 人的披害の 発生 は 、発展途 上国型災害 の 様相を み せて い る と考え られ る 。 地域全

体と して み た 時、死者か ら軽侮者に い た る人的坡害総数を 、 地域災害医療 ニ
ー

ズ として考え る

と、今回 の 調査 に よれば住民 の 2 割を占 め る こ とと な る 。
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1．は じ め に

　 1995 年兵犀県南部地震で は 、 震災に よ る直接的な死者数だけ で も 5504 人に の ぼり、

そ の 約 9割は建物倒壊に よりもた らされた もの と考え られて い る 。 特に耐震性の低い 木造住宅

に倒壊 が集中し未曾有の 人的被害を生 ん だ 。 図 一1 〜図一4 は 、 神戸市に おけ る 死者 （3410人

分）に つ い て、被災場所 とな っ た建物側の 要因との 関係を整理 した もの で あ る が 、 戸建て で の

死者が多い 東灘区と、木賃、文化、長屋な ど の 共同建 て で の 死者が 多 い 灘区 との 違 い が明確 に

示 され て い る 。 また、中高層 共同住宅 で も2B3人 の 死者が 出て い る点 、 無 被害建物で の 死者

（95人）の 多 くが 共同住宅で 発生 して い る点 な ども、今後詳細 に 解明 して い くべ き課題 と して

残され て い るが 、そ の 検討 は別 の 機会 に 譲 りた い 。

　以下 で は建物全壌率 、 死者発生率 ともに 高か っ た東灘区を対象と して 、 建物披害 と人的被害

の 関連性に つ い て の 、 典型地 区ア ン ケー トを実施 した結果を報告する 。

　東灘区全体の 建物彼害 の 特徴は、厩存調査 （都市計画学会関西支部 ＋ 建築学 会近畿 支部都市

計画部会の 合同建物彼災度実態調査に もとつ い て 、都市住宅学会住宅復興チーム が行 っ た戸数

単位集計結果）に よ れ ば 戸建 と 高層 共同住宅の 全壌率が 高い 点 に ある 。 また東灘区 の 南 部一帯

に は木賃 、 畏屋 の 老朽密集地区が拡が っ てお り、 被害の 激 しか っ た深江地区 で は これ ら老朽低

屬共同住宅 の 全壊率は 85 ％以上に の ぼ ると言われ て い る 。
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一 1 被災度別死 亡髫数
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一 2 建物用途劉死亡数
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図一4 被災廸 物の用 途と構造
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2 ．調 査 の 概要

2 − 1．調 査対象地 区

　 ア ン ケ ー
トの 対象と した の は下図 に示 され る 東 灘区の 2地区 （東部地 区 、 およ び西部地区）

で ある 。 西部地区は 、 南北 1 ．7   、 東西 0 ． 48k ロ （約 81 ． 6　ha） で 、 木造建物だ けで 約

2，　OOO棟あ る 。 東部地区 は南北 1  、 東西 0 ． 3   （約 34ha ｝ の エ リア で あ る 。 震災 直後 に

木造住宅に関す る詳緬な現地調査が実施 され て お り、 今後 、

一連 の調査資料の 照合を進め る こ

と で 人的被害 に 関す る 予測 モ デ ル の構築を 目指 して い る 。

2 − 2 ．概要

　調査期 間は平成 7 年 11 月 〜 12 月 （西部地区）および平成 8年 正月 〜 2月 （東部地 区） の

2 段階に わけて 実施 し た 。   ゼ ン リ ン 発行の 住宅地図 の 居住者情報を もと に地区 内の 全居住世

帯を対象に 郵送に よ る発送回収を行 っ た 。 本稿で は そ の うち死者発生世帯を中心 に して報告す

る 。 と こ ろ で死者 の 出た ほ とん ど の 住家は撤去され て お b、調査対象者が遭族 となるた め旧住

所に 調査 票を郵送 して も有効な回答 を得 られ る 確率は 低い こ とが予想さ れ る 。 そ こで 、 当該地

区の 死者に 関するさまざまな関連情報 、 たとえば新聞発表や神戸大学法医学教室 ・兵庫 県監察

医 の 行 な っ た 死体検案結果、あ る い は現地 ヒ ア リ ン グ等 の 結 果を突 き合わせ る こ とで 調査地区

内 の 死者発生世帯に つ い て は、可能な限 り調査対象者とな り得る方の 所在情報把握に努 め ヒァ

リ ン グ も含 め て 柔軟に 対 処 す る こ と と し た 。 そ れ で も サ ン プ ル 回収 の 偏 り等一定 の 限界 があ り、

木造共 同住宅 （回収 した 65％ は戸建）や
一

人暮 らし世帯 （群 しい状況を知 り得 る家族が い な

い ） の 死亡状況 に つ い て は十分把握 でき て い な い 可能性が 高い 。 現在の と こ ろ下表の 如 く 11

6 件 （死者 124 名分）の 回答を得て い る 。 有効回収率は 、 世帯単位で み ると配布数 （宛先不

明 で 返送 さ れた もの を除 く）に対 して 57 ． 7 ％ で あ る 。 当地区の 死者数 258 名 （注 ） に 対

する把握率で み る と 、 48 ， 1％ に とどま っ て い る 。

　調査項目 と して は、居住者の 属性、死傷者 の 発生状況 と属性 、 死傷者の搬送 に関する対応 、

地震時 の 対応行動、建物 の 概要 と壊 れ方 、建物 管理 の 履歴、避難状況等で あ る 。

蓑 一1　 配布回収状況

地区　　死者数　発送数　　配布数　有効回収数
　　　 （同居 等）　（不明 ）　　　　　 （回収率）

（東部 ）　 60 （7｝　 53 （6｝　 47　　28 （59．6％）
（西部）　198（32》　 166（12）　 154　 88 （57．m

合討　 258（39｝　 219〔18）　 201　 116 （57．7％）

（注）当地区 で の 死者数は 264 名で ある が、死亡
場所 と推定 され る家 屋等 の 特定 と い っ た作業上の 都
合に よ り一

部 は 今回 の 分析 に 含ま れ て い な い D

図 一5　 調査対象地 区 （神戸市東灘区）
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3．死傷者の状況

3 − 1．災害医療ニ ーズ の把握

　被 災世帯 116 件 （死者124人 ） の 地震当 日 の 在宅人数は 333人 、 平均在宅人員 2．9 人 で あ り、

死者 の 出た世帯で は 3人 に 1人が亡 くな っ て い る 。

　死者の 特徴 は 、 女性が 66．4％と多 く、65才以上 の 高齢者が半数近 くを占め て い る 。 と こ ろで 、
死者 の 出た世帯に お ける負傷程度別に み た死傷者率は、それぞれ死者37．　2％ 、 重傷者 （入院）

’

5．　4 ％ 、中傷者 （通院 ）6．　9 ％ 、 軽傷者 （応急処置）4．5 ％　で あ っ た 。 軽傷を含めた負傷者

率 16．8％ は 、 死者発生率の 1 ／ 2 以下で あり、死者が発生 した よ うな甚大な建物被害 を受 け た

家屋 で あ っ て も 、 生 き 延 び た 人 に 穏 目す れ ば驚くほ ど無傷 の 人が多 く、 生 と死が紙一重で明確

に分かれ て しまっ た事実が示 され て い る 。 参考まで に地区 で の 全域調査結果（io23 件、在宅者
21743 人） による、地区全域 （死者が 出な か っ た 家屋 も含め る）の 死傷者串 をみ ると 、 死者4．
5 ％ 、 入院2．3 ％、通院 6．2 ％ 、 応急処置7，5 ％ （2 ： 1 ： 2．7 ： 3 ．3） で あ り、 軽傷を含 め

た負傷者発生率は16。0％ とな る 。 死者を含めると少な くとも住民 の 2 割 に 災害 医療 ニ ーズが存

在 した とみ る こ とが で 毒る 。 また、地 区全域 の 重傷者数 （入院） に 限れば死者の 半数 しか 出 て

い な い 。 先程の 死者が 出た 世帯の み の 調査結果 と比 較す ると、地区全域 で は重傷者率は 半分 に、
応急処置が必要な軽傷者率は 2 倍 とな る 。　（図

一6 ）
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軽傷者

0　　5　　且D　15　20　25　30　35　（％）　0　　5　　10　（％）

（死者の 発生した世帯 333人）

図一6　死傷者 の 発生状況
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図 一7　 住宅形式別 ・地震時に 死者の い た場所 （122 人）
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3 − 2 ，死 亡時の 状態

　 r地震時 に 亡 くな られ た 方 が お られ た 場所 はど こ で す か 亅 と＃ねた 結果を住宅形式別に み た

もの が図
一7に 示され る 。

　 1階 で 亡 くな っ た 者 が 104 人 （B5．　2％ ） と 圧倒的 に高い こ と は 従 来か ら指 摘され て い る通

りで あ る 。 図一3 で は住宅形式との 関係で 整理 した が 、 当地区 で は戸 建住宅 の 1階 で 亡 くな ら

れ た方が 非常に多 い こ とが わ か る 。 な お 、地 区全体 の 平屋 ・2階建等 の 分布状況や建築構造 な

ど との 関連性 もみ て い く必要が あろ う。

3 − 3 ．建物内部の 状況

　地震直後 の 建物内 の 様子で は 、 半数余 りが 「は い出る隙間もなか っ た 」 と答える
一

方で 、

r家具が折 り重 な っ て 隙間が で きた 」 が 3割、 「家具 が梁や天井の 落下を支え て い た 亅 と い う

回 答 が 2 割 あ る （表一2 ） 。 建物倒壊 に よ っ て 全壊状態 とな っ て も、 約半分は ある程度 の 生存

空間 が 残 されて い る可能性が高 い こ とを示して い る。

表 一2　 地震直後 の 建物内の 様子　 （複数回答） 表 一3　死因 の 部位 の 比較

は い 出る隙間 もな か っ た

土ぼ こ りが充満 して息苦 しか っ た

家具 が梁や天井 の 落下を支え て い た

家具 が折り 重 な う て 隙間 が で き た

家具の 一部が倒れ た程度
扉が な か なか 開 か な か っ た

物が 散 乱 して い た

そ の他
不　明

合　計

66件
412437

　 515

　 91810116

56．9％
35．320
．731
．9

　 4．312
．9

　 7．815
．5

　 8。6
藍00．0

死 者数 比 率 県監 察医

頭 ・顔 26人 21．0％ 12．3筅
首 64 ．8 1．7
胸 部

腹部
36829 ．06

．5 〕
3
竺

9

骨 盤 ・ 四肢 43 ．2 3．o
体全体 1713 ．712 ．4
焼死 21 ．612 ．2
疾病死 00 ，0 0．0
衰弱 死 00 。0 0．0
よ｛酷ら齢 86 ．5 3。2
そ の 他 54 ．012 ．4

落 跚 1弖量 10＆：81 。言：8

3 − 4 ．死亡 の 原因

　 「死因とな っ たケガの 部位 」 に つ い て 聞い た桔果が 表
一3 に 示 され る 。

　 「胸部 亅 が 29．　0％ と多 く、 次い で 「頭 ・ 顔」 2LO ％ 、 　「体全体 」 13．7％が多い 。 こ れ は、就

寝 申 に 建物が崩壌 して 、 体の様々 な 部位が 圧迫 あるい は 損傷し、死 に い た っ た こ とを うかがわ

せ る 。 当地区 で の 結果を、兵嚀県監 察医 の 死 因分析桔果 （兵庫県下での 検案事例 3651 体）

と対照 させる と 、
r焼死者」 が少な く、　「頭 ・顔 亅 とい う急所 へ の 圧迫に よ る死者が多 い と い

う違 い があ る 。 前者は 当地区 で 大規模火 災 は お こ っ て い な い こ と 、 後者は倒壊 に よ る 重量物の

急所 へ の 圧迫で死亡 され た方が多い こ と に よ る もの と思われ 、 全体の 死因の傾向と比較した際

の 特徴 とい え る 。

　つ ぎ に 、死亡 の 直接 の 原因とな っ た もの に つ い て 聞い た結果が、図 一B に示 さ れ る 。
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図一B　 死亡原因物 ・地震時 に 死者の い た場所 （122 人）

　 r建物の下敷き」 が 8 割 と圧倒的に多 く、次い で rタ ン ス ・水屋 な ど の 下敷　き」 と 「ピ ァ

ノ の 下敷 き 亅 が合わ せ て 1割を 占め て い る 。 死亡 した 場所 との 関係で みると 、 家具を原因とす

る死 亡も 13 名中 11 名が 1階 に 居 て 被 災 して い る 。 2階 で の 死 亡 に つ い て は火災が 1 名い る

もの の 13 名中 12 名まで が 「建物 の 下敷 き」 で あ る こ とか ら 、 建物全体が 崩壌 して しまう こ

と に よ っ て 階数 に あまり関わ りな く死亡 したもの と推察で きる 。 マ ン シ ョ ン 等 で の 3階以上 に

おけ る 死 亡事例は回答が な か っ た た め氾握 して い な い 。

　と こ ろ で 淡路 島富島地区 の 死亡原因をみると 「梁 と家具 亅 「壁 と家具亅 の よ うに家具 が らみ

の 死者は 6．人 （23 ％） で あ る 。 家具の み に よ る死者は い な い が 、 家具 の 上 に 梁や壁 が おお い

かぶ さ っ て 下敷き に な う た り 、 家具が荷重 を伝達した と考え られ る状況がわ か る 。 （表一4 ）

表
一4　 淡路 島富 島地 区死 亡原因 （総数 26 人 ）

天井 ・床 梁 壁 その 他
原　因

天 井　床 梁直撃 梁 ＋ 壁 梁＋ 家具 壁 壁 ＋ 家具 シ ョ ッ ク死

死者数 5　 　 4 5 2 5 2 1 2 （人）

（北淡診療所医師に よ る躙査に基づ い て 集計）

4 ，救出救助活動

4 − 1．生存救出の 可能性

　災害医療対応 の遅れが指摘され、サ ーチ ・ ア ン ド ・ レス キ ュ
ーの 早期実施の 重要性が 叫ばれ

て い る が 、 7 劉以上 が 「即 死 抹態 で あ っ た 」 と い う当地区 の 死 者発生 に つ い て は生存救出の 可

能性 が どれ くらい だ う たの で あろうか 。 当地区に お い て 別途寞施 して い る調喪によれば、公的

な救助活動紀録 に もとつ く全救助者数 13TB 人 の うち 、 地震当日に 1100 人、翌 日に 15
4 人 、 翌 々 日に 92 人 、 と 3 目間 で 97 ，6 ％ が救助 （遺体救助を含む）された 。 救助された

者 の 生存率は初 日 の み 50 ％を上回る 程度で 、 2 日目以降は急激に低下 し、 3 日聞 を過 ぎると

1割以下とな っ て い る 。 そ こで 遺族へ の質問で は あるが 、救出が もう少 し早 か う た と した場合

に つ い て 聞 い た結果 が 図
一9 に 示され る 。
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図 一9　生存救出の可能性

　専門的な 医学判断に 墓つ か ない
一

つ の 参考臓 に しかす ぎな い もの の 、 半数が 　 r助か っ たと

は思え な い 」 1割以上が 「よ くわか らな い 亅 と答え る一方 で 、 1／ 4 の 遭族が 「助 か っ た か も

しれ な い J と して お り 、
レ ス キ ュ

ーの 遅れ 、 特に 初動時に おける近隣住民を含めた適切な救出

活動が早期に 実現で きて い な か っ た状況が うかがえる 。

　今回の ように多数の 死傷者が 一時 に 出現す る と、警察 、 消防 、 自衛隊 とい っ た公的 な救助能

力に依存す るだ けで はマ ン パ ワーの 点で 迅速な対応 は と て も不可能 で あ り 、 初動段階に お い て

は地域 コ ミュ ニ テ ィ に よ る組織的な救出活動が 不可欠とな る 。 今後 、 地域の 中 に 鋸や バ ール と

い っ た 簡易な救出 ツ
ール さ え ほ と ん ど確保 され て い なか っ た と い う反 省 に 立 っ て 、初動時の救

出活動を支え る地域レ ベ ル で の 実践的 な訓練や装備面で の 充実が課題 となろ う。

5 ．おわ りに

　以上 の 検討か ら、当地区 の 死亡者 に つ い て は複ね以下の よ うな点が指摘で き る 。 死亡場所 に

つ い て は、 8割 の 人 が 1階 で 死亡 して い る 。 死因 の部位 は 3割 の 人が胸部の圧迫に よ っ て 死亡

した 。 死亡 の 原因 に つ い て は 「建物 の 下敷き」 と い う倒壊 その もの に 伴 う もの が 主 原因 と な る

もの の、 1割 の 人が家具を主要因と して 死亡 し、更に 1割 を越す人 々 が 家具 と建物 の 複合要因
で 死 亡 した と 推定で き る 。

　地震に よ る死者発生は 、 必ず しも建物倒壊 に よ る下敷き と い っ た 直接的要因ば か り で な く家

異の 下敷 きと い う二 次的な要 因 も無視 で き な い 。 家具の 転倒防止 に つ い て は 、 家庭内防災 の
一

環 と して簡単 な知恵 と工夫 があれば比較的低い コ ス トで 安全化が は か られるはずで あ る。しか

し残念 な こ とに 、 家具に よ る死亡率 は今回 の 震災に お け る焼死者率 （12．2％） に も匹敵 しな が

ら、 そ の 危険性 に つ い て 市 民 の 認識度が低い こ とも事実で ある。 た とえば釧路市にお ける過去
の 調査研究に お い て 、鑠 り返 し地震被害を受けた地域で あ っ て も家具固定率は低位 に とど ま る

こ とや 、固定 に よ る転倒防止 効果が一様で な い こ と な どが報告され て い る 。

　実際に 、 今回 の よ うな震度 7の 激 震 に対 して はよ ほ ど周到な固定方法を採用 して い な い と、
役 に 立たな い とい う指摘 もあ り、家具 （電気器具）側で の 取 り付け方 法 に対す る 配 慮 や 、建物

側 で の 壁面材料 の 選 択等 も 含 め て トータ ル な家 具固定 シ ス テ ム を開発 す る こ と も重要で あ る 。

　ま た、家具転 倒に よ る人的被害は震度 5〜 6 クラ ス で も起こ り得 るため 、 む しろ震度 7 に比
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べ て発生確率の 高い 中規模地震災害に対する備え と して 、 家具が凶 器とな らない た めの 固定措

置は 極め て 有効な対策で あ るこ と は間違 い な い 。 建物倒壌直後に家具等 の存在 に よ っ て
一

定 の

生存空間が確保 され ると い う副次的効果 も期待で きる こ とが 示さ れ てお り 、 家具固定対策の 普

及 の ための
一

層 の 啓発が求め られ る 。

　 とは い え 、 相 当の 大地震 に 襲わ れたと して も第一義的 に は まず建 物 が 倒壊 しな い こ と を前提

条件とす べ きで あり 、 少な くと も内部の 人間に被害が及ば な い こ とを耿画 目標 として 各種 の 防

災対策を誨 じて い くこ とに 変わ りはな い 。 そ の意味で 、 本研究は 特に建物倒壊 と人的被害の 詳

しい 関連 分析 に つ い て は 未 だ継続中で十分 な 結論を得 る に い た っ て い な い 。 ま た 、 負傷者を含

めた人的被害の 全体像や 災害医療対応 との 関係に つ い て の 精査 も今後の 大 きな課題 とした い 。
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